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はじめにはじめに 耐震アドバイザー派遣（無料）耐震アドバイザー派遣（無料）

建替え・改修支援コンサルタント派遣（無料）建替え・改修支援コンサルタント派遣（無料）

手
続
き
の
流
れ
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建替え・改修計画案等作成の費用助成建替え・改修計画案等作成の費用助成

手
続
き
の
流
れ

含む

※助成対象費用には、消費税相当額、振込手数料は含まれません。

・建替え・改修計画案等作成に係る管理組合の総会の決議又はこれに準ずるものにおいて、区分所有者（議決

権者）の２分の１以上の賛成者がいること。

建替え・改修計画案等作成業者の見積書の写し

管理組合の予算書の写し

理事長印

理事長印

（委託契約書等）の写し

等で

作成の契約・実施前ま

でに区の担当窓口に提

出してください。複数年

度にわたることも可。予

算額に達した時点で終

了します。

作成後、区の担当窓

口に提出してくださ

い。提出は、助成金

交付予定年度の２月

末までです。

（３月末まで）

６

港区等が発行する「台帳記載事項証明書」でも可

計画案作成費のための予算計上されていることがわかるもの

耐震診断の費用助成耐震診断の費用助成

手
続
き
の
流
れ
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建替え・改修計画案等作成の費用助成建替え・改修計画案等作成の費用助成

手
続
き
の
流
れ

含む

※助成対象費用には、消費税相当額、振込手数料は含まれません。

・建替え・改修計画案等作成に係る管理組合の総会の決議又はこれに準ずるものにおいて、区分所有者（議決

権者）の２分の１以上の賛成者がいること。

建替え・改修計画案等作成業者の見積書の写し

管理組合の予算書の写し

理事長印

理事長印

（委託契約書等）の写し

等で

作成の契約・実施前ま

でに区の担当窓口に提

出してください。複数年

度にわたることも可。予

算額に達した時点で終

了します。

作成後、区の担当窓

口に提出してくださ

い。提出は、助成金

交付予定年度の２月

末までです。

（３月末まで）

６

港区等が発行する「台帳記載事項証明書」でも可

計画案作成費のための予算計上されていることがわかるもの

耐震診断の費用助成耐震診断の費用助成

手
続
き
の
流
れ
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補強設計の費用助成、耐震改修工事の費用助成補強設計の費用助成、耐震改修工事の費用助成

手
続
き
の
流
れ

※特定緊急輸送道路沿道建築物においては、令和５年度内までに補強設計に着手する建築物であること。

10/10 9/10

５００万円

２/３ ６００万円

７, ０００万円

７, ０００万円

５００万円

５００万円

５００万円

- -

提出は、助成金交付

予定年度の１月末まで

です。
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補強設計の費用助成、耐震改修工事の費用助成補強設計の費用助成、耐震改修工事の費用助成

手
続
き
の
流
れ

※特定緊急輸送道路沿道建築物においては、令和５年度内までに補強設計に着手する建築物であること。

10/10 9/10

５００万円

２/３ ６００万円

７, ０００万円

７, ０００万円

５００万円

５００万円

５００万円

- -

提出は、助成金交付

予定年度の１月末まで

です。

建替え・除却の費用助成建替え・除却の費用助成

手
続
き
の
流
れ

一般緊急輸送道路
沿道建築物

11/30
11/60

※建替えにおいては、原則として省エネ基準に適合する建築物であること。

提出は、助成金交付

予定年度の１月末ま

でです。
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